
 

 

令和 3 年 3 月 

浜田市議会定例会議議案 

 

 

 

 

 

 令和 3 年 2 月 24 日 



令和 3 年 3 月浜田市議会定例会議付議事件 

 

議 案 

議案第 5 号 浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 6 号  浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例について 

議案第 7 号  浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例について 

議案第 8 号  浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する

条例について 

議案第 9 号  浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

議案第 10 号  浜田市高速情報通信基盤整備基金条例の制定について 

議案第 11 号  浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例の制定について 

議案第 12 号  浜田市農業振興基金条例を廃止する条例について 

議案第 13 号  浜田市立図書館協議会条例等の一部を改正する条例について 

議案第 14 号  浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例を廃止する条

例について 

議案第 15 号  浜田市浜田城資料館条例の制定について 

議案第 16 号  浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例について 

議案第 17 号  浜田市地域包括支援センターの職員及び運営の基準に関する条

例の制定について 

議案第 18 号  浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

議案第 19 号  浜田市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例について 

議案第 20 号  浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例について 

議案第 21 号  浜田市集落排水施設条例及び浜田市集落排水事業受益者分担金

徴収条例の一部を改正する条例について 

議案第 22 号  浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正す

る条例について 

議案第 23 号  浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例について 

議案第 24 号  浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

議案第 25 号  公有水面の埋立てについて（浜田漁港区域内） 

議案第 26 号  市道路線の認定について（三隅 171 号線） 

議案第 27 号  浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

議案第 28 号  令和 2 年度浜田市一般会計補正予算（第 11 号） 

議案第 29 号  令和 2 年度浜田市国民健康保険特別会計補正予算（第 4 号） 

議案第 30 号  令和 2 年度浜田市駐車場事業特別会計補正予算（第２号） 



議案第 31 号  令和 2 年度浜田市農業集落排水事業特別会計補正予算（第 2 号） 

議案第 32 号  令和 2 年度浜田市後期高齢者医療特別会計補正予算（第 3 号） 

議案第 33 号  令和 2 年度浜田市水道事業会計補正予算（第 2 号） 

議案第 34 号  令和 2 年度浜田市公共下水道事業会計補正予算（第 2 号） 

議案第 35 号  令和 3 年度浜田市一般会計予算 

議案第 36 号  令和 3 年度浜田市国民健康保険特別会計予算 

議案第 37 号  令和 3 年度浜田市駐車場事業特別会計予算 

議案第 38 号  令和 3 年度浜田市農業集落排水事業特別会計予算 

議案第 39 号  令和 3 年度浜田市漁業集落排水事業特別会計予算 

議案第 40 号  令和 3 年度浜田市生活排水処理事業特別会計予算 

議案第 41 号  令和 3 年度浜田市後期高齢者医療特別会計予算 

議案第 42 号  令和 3 年度浜田市水道事業会計予算 

議案第 43 号  令和 3 年度浜田市工業用水道事業会計予算 

議案第 44 号 令和 3 年度浜田市公共下水道事業会計予算 

同意第 1 号  人権擁護委員候補者の推薦について 

報 告 

報告第 1 号 専決処分の報告について（事故の損害賠償の額の決定） 
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議案第 5 号 

 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市防災行政無線施設条例の一部を改正する条例 

 

浜田市防災行政無線施設条例（平成 18 年浜田市条例第 9 号）の一部を次の

ように改正する。 

第 2 条中「次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号」を「別表」に改め、

同条各号を削る。 

別表第 2 を削り、別表第 1 を別表とする。 

附 則 

この条例は、令和 3 年 5 月 1 日から施行する。 
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議案第 6 号 

 

浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市ふるさと寄附条例の一部を改正する条例 

 

浜田市ふるさと寄附条例（平成 20 年浜田市条例第 6 号）の一部を次のよう

に改正する。 

第 2 条第 3 号及び第 4 号を次のように改める。 

⑶ 高齢者福祉及び障がい者福祉並びに地域医療の充実に関する事業 

⑷ 青少年の健全育成及び子どもを安心して産み育てる環境づくりに関

する事業 

第 2 条中第 5 号を第 6 号とし、第 4 号の次に次の 1 号を加える。 

⑸ 農林水産業等の地域産業の振興に関する事業 

第 4 条第 2 項中「同条第 5 号」を「同条第 6 号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市ふるさと寄附条例（以下「新条例」とい

う。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に寄

附の申出を受け付けた寄附金について適用し、施行日前に寄附の申出を受

け付けた寄附金については、なお従前の例による。 

3  前項の規定にかかわらず、施行日前に寄附の申出を受け付けた寄附金の

うち、その使途が次の各号に掲げる事業に指定されているものについては、

施行日以後は、当該各号に定める事業に指定されたものとみなす。 

⑴ この条例による改正前の浜田市ふるさと寄附条例（以下「旧条例」と

いう。）第 2 条第 3 号の事業 新条例第 2 条第 3 号の事業 

⑵ 旧条例第 2 条第 4 号の事業 新条例第 2 条第 4 号の事業 

⑶ 旧条例第 2 条第 5 号の事業 新条例第 2 条第 6 号の事業 
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議案第 7 号 

 

浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市生活路線バス条例の一部を改正する条例 

 

浜田市生活路線バス条例（平成 19 年浜田市条例第 9 号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表第 1 金城路線の部雲城久佐美又線の項中「月曜日から土曜日まで」を

「火曜日、木曜日及び土曜日」に改め、同部雲城今福線の項を削り、同表旭

路線の部木田線の項中「土曜日」を「金曜日」に改め、同部戸川線の項中「石

見今市」を「まんてん前」に改め、同部瑞穂線の項中「旭小学校」を「まん

てん前」に、「土曜日」を「金曜日」に改め、同表三隅路線の部地区連絡線の

款諸谷平原線の項中「から諸谷」の次に「及び三隅支所」を加え、「三隅支所

まで」を「消防署まで」に改め、同款白砂西河内線の項中「三保三隅駅」の

次に「及び三隅支所」を加え、「三隅支所まで」を「消防署まで」に改め、同

款井野室谷線の項中「上室谷集会所」の次に「及び三隅支所」を加え、「三隅

支所まで」を「消防署まで」に改め、同款平原森溝線の項中「から森溝」の

次に「及び三隅支所」を加え、「三隅支所まで」を「消防署まで」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 8 号 

 

浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例に

ついて 

 

浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条例（平成 20 年浜田市条例第 9

号）の一部を次のように改正する。 

第 2 条の表浜田准看護学校学生修学資金の項を次のように改める。 

 

浜田市

看護学

校等学

生修学

資金 

市内における看護

師及び准看護師の

確保を図るため、

浜田医療センター

附属看護学校又は

浜 田 准 看 護 学 校

（以下この項にお

いて「看護学校等」

という。）の学生の

うち、将来市内の

医療機関、福祉施

設 又 は 介 護 施 設

（以下この項にお

いて「医療機関等」

という。）において

看 護 に 携 わ る 職

（以下この項にお

いて「看護職」と

いう。）に従事しよ

うとするものに対

して、3 年間を超

えない期間貸し付

けた資金 

1  修学資金の貸付けを受けた者（以

下この項及び次項において「被貸与

者」という。）が、看護学校等を卒

業した日から 1 年（疾病、負傷その

他のやむを得ない事由（以下この項

において「疾病等の事由」という。）

があるため看護師又は准看護師の

免許（以下この項において「免許」

という。）を取得することができな

いと認められる場合には、当該疾病

等の事由がなくなった日から 1 年）

以内に免許を取得し、直ちに（看護

学校等を卒業した後他の看護職に

従事する者を養成する学校又は養

成所（以下この項において「他種の

養成施設」という。）に進学した場

合又は疾病等の事由があると認め

られる場合には、当該他種の養成施

設を卒業した後又は当該疾病等の

事由がなくなった後直ちに）市内の

医療機関等において看護職に就い

た場合で、引き続いて、修学資金の

貸付けを受けた期間の 2 倍に相当

する期間（疾病等の事由があるため

看護職に従事することができない

と認められる期間がある場合の当

該期間を含む。）以上の期間看護職

に従事したとき。 

債務

の全

部 
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附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例の施行の日の前日までに貸し付けた浜田准看護学校学生修学資

金のうち、その返還が完了していないもの又は免除されていないものにつ

いては、同条例による改正前の浜田市貸付金の返還債務の免除に関する条

例第 2 条の表浜田准看護学校学生修学資金の項の規定は、同日後も、なお

その効力を有する。 

 

 

  

  2  被貸与者が、死亡したとき、又は

心身に重度の障がいを有すること

となったことにより修学資金を返

還することが著しく困難であると

認められるとき。 

債務

の全

部又

は一

部 
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議案第 9 号 

 

浜田市手数料条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市手数料条例の一部を改正する条例 

 

浜田市手数料条例（平成 17 年浜田市条例第 70 号）の一部を次のように改

正する。 

第 2 条第 63 号を同条第 69 号とし、同条第 62 号中「別表第 17」を「別表

第 23」に改め、同号を同条第 68 号とし、同条第 61 号中「別表第 16」を「別

表第 22」に改め、同号を同条第 67 号とし、同条第 60 号中「別表第 15」を

「別表第 21」に改め、同号を同条第 66 号とし、同条第 59 号中「別表第 14」

を「別表第 20」に改め、同号を同条第 65 号とし、同条中第 58 号を第 64 号

とし、第 57 号を第 63 号とし、同条第 56 号中「第 36 条第 1 項」を「第 41 条

第 1 項」に、「別表第 13」を「別表第 19」に改め、同号を同条第 62 号とし、

同条第 55 号中「第 30 条第 2 項」を「第 35 条第 2 項」に、「第 31 条第 2 項」

を「第 36 条第 2 項」に改め、同号を同条第 61 号とし、同条第 54 号中「第 31

条第 1 項」を「第 36 条第 1 項」に、「別表第 12」を「別表第 18」に改め、同

号を同条第 60 号とし、同条第 53 号中「（平成 27 年法律第 53 号）第 29 条第

1 項」を「第 34 条第 1 項」に、「第 55 号」を「第 61 号」に、「別表第 11」を

「別表第 17」に、「別表第 12」を「別表第 18」に改め、同号を同条第 59 号

とし、同条中第 52 号の次に次の 6 号を加える。 

(53) 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律（平成 27 年法律第 53 号）

第 12 条第 1 項の規定による建築物エネ

ルギー消費性能確保計画（次号から第

58 号まで及び別表第 11 から別表第 15

までにおいて「計画」という。）の建築

物エネルギー消費性能適合性判定（次

号から第 56 号まで及び第 58 号並びに

別表第 11 から別表第 14 までにおいて

「適合性判定」という。）手数料 

別表第 11 のとおり 

(54) 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第 12 条第 2 項の規定によ

る計画の変更の適合性判定手数料 

別表第 12 のとおり 

(55) 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第 13 条第 2 項の規定によ

る計画の適合性判定手数料 

別表第 13 のとおり 
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(56) 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第 13 条第 3 項の規定によ

る計画の変更の適合性判定手数料 

別表第 14 のとおり 

(57) 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律施行規則（平成 28 年国土

交通省令第 5 号）第 11 条の規定による

計画の変更が同令第 3 条の軽微な変更

（別表第 15 において「軽微な変更」と

いう。）に該当していることを証する書

面の交付（別表第 15 において「書面の

交付」という。）手数料 

別表第 15 のとおり 

(58) 建築物のエネルギー消費性能の向上

に関する法律第 12 条第 1 項又は第 13

条第 2 項の規定による計画の適合性判

定（法第 25 条第 1 項若しくは第 35 条

第 8 項（法第 36 条第 2 項において準用

する場合を含む。）又は都市の低炭素化

の促進に関する法律第 10 条第 9 項若し

くは第 54 条第 8 項の規定により適合性

判定通知書の交付を受けたものとみな

される場合を含む。）を受けた場合にお

ける建築基準法第 7 条第 1 項に基づく

完了検査又は同法第 18 条第 16 項の通

知に対する完了検査手数料 

別表第 16 のとおり 

第 3 条中「前条第 57 号」を「前条第 63 号」に、「同条第 58 号」を「同条

第 64 号」に、「同条第 63 号」を「同条第 69 号」に改める。 

第 4 条中「第 2 条第 57 号及び第 63 号」を「第 2 条第 63 号及び第 69 号」

に改める。 

第 7 条第 1 項中「第 33 号まで」の次に「及び第 55 号から第 58 号まで」を

加える。 

附則第 4 項中「第 2 条第 1 号又は第 63 号」を「第 2 条第 1 号又は第 69 号」

に改める。 

別表第 9 第 3 項第 2 号中「及び別表第 13」を「、別表第 17 及び別表第 19」

に改め、同項第 3 号ア中「以内」を「未満」に改め、同号イ中「を超え」を
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「以上」に、「372,000 円」を「303,000 円」に、「25,900 円」を「17,500 円」

に改め、同表第 4 項第 1 号中「以内」を「未満」に改め、同項第 2 号中「を

超え」を「以上」に、「372,000 円」を「303,000 円」に、「25,900 円」を「17,500

円」に改める。 

別表第 10 第 3 項第 4 号ア中「以内」を「未満」に改め、同号イ中「を超

え」を「以上」に、「372,000 円」を「303,000 円」に、「25,900 円」を「17,500

円」に改め、同表第 4 項第 1 号中「以内」を「未満」に改め、同項第 2 号中

「を超え」を「以上」に、「372,000 円」を「303,000 円」に、「25,900 円」を

「17,500 円」に改める。 

別表第 17 を別表第 23 とし、別表第 14 から別表第 16 までを 6 表ずつ繰り

下げる。 

別表第 13 第 1 項第 1 号中「省令第 1 条第 1 項第 1 号イに規定する基準」

を「標準入力法等基準」に改め、同号イ中「357,000 円」を「276,000 円」に、

「26,000 円」を「16,000 円」に改め、同項第 2 号中「省令第 1 条第 1 項第 1

号ロに規定する基準」を「モデル建物法基準」に改め、同号イ中「142,000 円」

を「108,000 円」に、「26,000 円」を「16,000 円」に改め、同表を別表第 19

とする。 

別表第 12 第 1 項第 1 号ア（イ）中「357,000 円」を「276,000 円」に、

「26,000 円」を「16,000 円」に改め、同号イ（イ）中「142,000 円」を「108,000

円」に、「26,000 円」を「16,000 円」に改め、同表第 2 項中「前項第 1 号又

は第 2 号」を「前表第 1 項第 1 号又は第 2 号」に改め、同表を別表第 18 とす

る。 

別表第 11 第 1 項中「第 29 条第 3 項」を「第 34 条第 3 項」に改め、同項第

1 号中「別表第 13」を「別表第 19」に改め、同号ア中「規定する基準」の次

に「並びに同号ただし書に規定する方法」を加え、同号ア（ア）中「別表第

13」を「別表第 19」に、「第 30 条第 1 項各号」を「第 35 条第 1 項各号」に、

「第 31 条第 2 項」を「第 36 条第 2 項」に改め、同号ア（イ）中「357,000

円」を「276,000 円」に、「26,000 円」を「16,000 円」に改め、同号イ（イ）

中「142,000 円」を「108,000 円」に、「26,000 円」を「16,000 円」に改め、

同号ウ中「別表第 13」を「別表第 19」に改め、同号ウ（ア）中「別表第 13」

を「別表第 19」に、「第 30 条第 1 項各号」を「第 35 条第 1 項各号」に、「第

31 条第 2 項」を「第 36 条第 2 項」に改め、同項第 2 号中「別表第 13」を「別

表第 19」に改め、同表第 2 項中「第 29 条第 3 項」を「第 34 条第 3 項」に改

め、同表を別表第 17 とする。 
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別表第 10 の次に次の 6 表を加える。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市手数料条例の規定は、この条例の施行の

日以後に受け付けた申請に係る手数料について適用し、同日前に受け付け

た申請に係る手数料については、なお従前の例による。 
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別表第 11（第 2 条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料（民間建築物） 

区分 単位 手数料の額 

1  計画の適合性判定を受けよ

うとする建築物について省令

第 1 条第 1 項第 1 号イの基準及

び同号ただし書に規定する方

法（別表第 12 から別表第 15 ま

で及び別表第 19 において「標

準入力法等基準」という。）を用

いて評価を行う場合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

（建築物のエネルギー消費

性能の向上に関する法律第

11 条第 1 項に規定する非住

宅部分をいう。ただし、工場

その他のこれに類するもの

で市長が定めるものの部分

（以下この表から別表第 15

までにおいて「工場等部分」

という。）を除く。以下この表

から別表第 16 までにおいて

同じ。）を有する場合（第 3 号

の場合を除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積（建

築物のエネルギー消費性

能の向上に関する法律施

行令（平成 28 年政令第 8

号）第 4 条第 1 項に規定す

る床面積をいう。ただし、

建築物を増築し、又は改築

しようとする場合におい

て、当該建築物についてエ

1 件 224,000 円 
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ネルギー消費性能に係る

計算その他の計算を要し

ない既存部分があるとき

は、当該既存部分の床面積

を除く。以下この表から別

表第 19 までにおいて同

じ。）の合計が 300 ㎡未満

のもの 

イ 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 276,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 23,000 円 

イ 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 30,000 円 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 

2  計画の適合性判定を受けよ

うとする建築物について省令

第 1 条第 1 項第 1 号ロの基準

（以下この表から別表第 15 ま

で及び別表第 19 において「モ

デル建物法基準」という。）を用 
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いて評価を行う場合 

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 86,000 円 

イ 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 108,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 19,000 円 

イ 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 26,000 円 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 
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別表第 12（第 2 条関係） 

建築物エネルギー消費性能変更適合性判定手数料（民間建築物） 

区分 単位 手数料の額 

1  計画の変更の適合性判定を

受けようとする建築物につい

て標準入力法等基準を用いて

評価を行う場合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変

更に係る部分（床面積の増

加に係る部分を除く。）の

床面積の 2 分の 1 の面積と

当該計画の変更に係る部

分の面積のうち床面積の

増加に係る部分の床面積

との合計（以下この表及び

別表第 14 において「計画

の変更に係る部分の床面

積の合計」という。）が 300

㎡未満のもの 

1 件 224,000 円 

イ 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 276,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 23,000 円 

イ 工場等部分の計画の変 1 件 30,000 円 
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更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 

2  計画の変更の適合性判定を

受けようとする建築物につい

てモデル建物法基準を用いて

評価を行う場合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 86,000 円 

イ 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 108,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 19,000 円 

イ 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

1 件 26,000 円 
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合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 
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別表第 13（第 2 条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定手数料（公共建築物） 

区分 単位 手数料の額 

1  計画の適合性判定を求めよ

うとする建築物について標準

入力法等基準を用いて評価を

行う場合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 224,000 円 

イ 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 276,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 23,000 円 

イ 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 30,000 円 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 

2  計画の適合性判定を求めよ

うとする建築物についてモデ 

  



22 

ル建物法基準を用いて評価を

行う場合 

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 86,000 円 

イ 非住宅部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 108,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 19,000 円 

イ 工場等部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 26,000 円 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 
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別表第 14（第 2 条関係） 

建築物エネルギー消費性能変更適合性判定手数料（公共建築物） 

区分 単位 手数料の額 

1  計画の変更の適合性判定を

求めようとする建築物につい

て標準入力法等基準を用いて

評価を行う場合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 224,000 円 

イ 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 276,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 23,000 円 

イ 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 30,000 円 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規
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定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 

2  計画の変更の適合性判定を

求めようとする建築物につい

てモデル建物法基準を用いて

評価を行う場合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 86,000 円 

イ 非住宅部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 108,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 19,000 円 

イ 工場等部分の計画の変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 26,000 円 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の 
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  額を超えるときは、当該額） 
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別表第 15（第 2 条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定における軽微変更書面交付手数料 

区分 単位 手数料の額 

1  書面の交付を求めようとす

る建築物について標準入力法

等基準を用いて評価を行う場

合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の計画の軽

微な変更に係る部分（床面

積の増加に係る部分を除

く。）の床面積の 2 分の 1

の面積と当該計画の軽微

な変更に係る部分の面積

のうち床面積の増加に係

る部分の床面積との合計

（以下この表において「軽

微な変更に係る部分の床

面積の合計」という。）が

300 ㎡未満のもの 

1 件 224,000 円 

イ 非住宅部分の軽微な変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 276,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の軽微な変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 23,000 円 

イ 工場等部分の軽微な変 1 件 30,000 円 
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更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 

2  書面の交付を求めようとす

る建築物についてモデル建物

法基準を用いて評価を行う場

合 

  

⑴ 当該建築物が非住宅部分

を有する場合（第 3 号の場合

を除く。） 

  

ア 非住宅部分の軽微な変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 86,000 円 

イ 非住宅部分の軽微な変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

1 件 108,000 円 

⑵ 当該建築物が工場等部分

を有する場合（次号の場合を

除く。） 

  

ア 工場等部分の軽微な変

更に係る部分の床面積の

合計が 300 ㎡未満のもの 

1 件 19,000 円 

イ 工場等部分の軽微な変

更に係る部分の床面積の

1 件 26,000 円 
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合計が 300 ㎡以上 500 ㎡以

内のもの 

⑶ 当該建築物が非住宅部分

及び工場等部分を有する場

合 

1 件 前 2 号に規定する区分に応じ、

それぞれ当該手数料を合算し

た額（その額が当該建築物の非

住宅部分及び工場等部分の床

面積の合計を全て非住宅部分

とみなした場合の第 1 号に規

定する区分に応じた手数料の

額を超えるときは、当該額） 
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別表第 16（第 2 条関係） 

建築物エネルギー消費性能適合性判定における完了検査手数料 

区分 単位 手数料の額 

1  非住宅部分の床面積の合計

が 300 ㎡未満のもの 

1 件 10,000 円 

2  非住宅部分の床面積の合計

が 300 ㎡以上 500 ㎡以内のもの 

1 件 16,000 円 
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議案第 10 号 

 

浜田市高速情報通信基盤整備基金条例の制定について 

 

浜田市高速情報通信基盤整備基金条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市高速情報通信基盤整備基金条例 

 

（設置） 

第 1 条 高速情報通信の基盤を整備することを目的として、浜田市高速情報

通信基盤整備基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第 2 条 基金として積み立てる額は、予算に計上する額とする。 

（管理） 

第 3 条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な

方法により保管しなければならない。 

2  基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

（運用益金の処理） 

第 4 条 基金の運用から生じる収益金は、一般会計歳入歳出予算に計上して、

この基金に繰り入れるほか、第 1 条の目的達成に必要な財源に充てること

ができる。 

（繰替運用） 

第 5 条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用す

ることができる。 

（処分） 

第 6 条 基金は、第 1 条に定める目的に充てる場合に限り、処分することが

できる。 

（その他） 

第 7 条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、公布の日から施行する。 

（この条例の失効） 

2  この条例は、令和 5 年 3 月 31 日限り、その効力を失う。 
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議案第 11 号 

 

浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例の制定について 

 

浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市公共施設長寿命化等推進基金条例 

 

（設置） 

第 1 条 公共施設の修繕、改修等による長寿命化及び除却に関する事業を推

進することを目的として、浜田市公共施設長寿命化等推進基金（以下「基

金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第 2 条 基金として積み立てる額は、予算に計上する額とする。 

（管理） 

第 3 条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な

方法により保管しなければならない。 

2  基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代え

ることができる。 

（運用益金の処理） 

第 4 条 基金の運用から生じる収益金は、一般会計歳入歳出予算に計上して、

この基金に繰り入れるほか、第 1 条の目的達成に必要な財源に充てること

ができる。 

（繰替運用） 

第 5 条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、

期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用す

ることができる。 

（処分） 

第 6 条 基金は、第 1 条に定める目的に充てる場合に限り、処分することが

できる。 

（その他） 

第 7 条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市

長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 12 号 

 

浜田市農業振興基金条例を廃止する条例について 

 

浜田市農業振興基金条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市農業振興基金条例を廃止する条例 

 

浜田市農業振興基金条例（平成 28 年浜田市条例第 20 号）は、廃止する。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（準備行為） 

2  浜田市農業振興基金条例第 6 条の規定にかかわらず、同条例に基づく浜

田市農業振興基金は、この条例による浜田市農業振興基金条例の廃止に当

たり、この条例の施行の日前において、これを処分することができる。 
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議案第 13 号 

 

浜田市立図書館協議会条例等の一部を改正する条例について 

 

浜田市立図書館協議会条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市立図書館協議会条例等の一部を改正する条例 

 

（浜田市立図書館協議会条例の一部改正） 

第 1 条 浜田市立図書館協議会条例（平成 17 年浜田市条例第 322 号）の一

部を次のように改正する。 

第 7 条中「生涯学習課」を「教育総務課」に改める。 

（浜田市スポーツ推進審議会条例の一部改正） 

第 2 条 浜田市スポーツ推進審議会条例（平成 17 年浜田市条例第 323 号）

の一部を次のように改正する。 

第 7 条中「生涯学習課」を「文化スポーツ課」に改める。 

（浜田市資料館運営協議会条例の一部改正） 

第 3 条 浜田市資料館運営協議会条例（平成 17 年浜田市条例第 324 号）の

一部を次のように改正する。 

第 7 条中「文化振興課」を「文化スポーツ課」に改める。 

附 則 

この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 14 号 

 

浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例を廃止する条例につ

いて 

 

浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例を廃止する条例を次の

ように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例を廃止する条例 

 

浜田市旧若生分校校舎再活用地域間交流施設条例（平成 17 年浜田市条例

第 269 号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 15 号 

 

浜田市浜田城資料館条例の制定について 

 

浜田市浜田城資料館条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市浜田城資料館条例 

 

浜田市浜田城資料館条例（令和元年浜田市条例第 8 号）の全部を改正する。 

（目的及び設置） 

第 1 条 浜田城をはじめ、北前船等の郷土の歴史及び文化に関する資料（以

下「資料」という。）の収集、保存、展示等を行い、市民の文化的向上に資

するため、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の 2 第 1 項の規

定に基づき、浜田市浜田城資料館（以下「浜田城資料館」という。）を浜田

市殿町 83 番地 246 に設置する。 

（事業） 

第 2 条 浜田城資料館は、次に掲げる事業を行う。 

⑴ 資料の収集、保存及び展示に関すること。 

⑵ 資料の調査、研究及び教育普及活動に関すること。 

⑶ その他必要な事項に関すること。 

（管理） 

第 3 条 浜田城資料館の管理は、浜田市教育委員会（以下「教育委員会」と

いう。）が行う。 

2  教育委員会は、浜田城資料館の管理を、法人その他の団体であって、教

育委員会が指定するもの（以下「指定管理者」という。）に行わせる。 

（指定管理者が行う業務） 

第 4 条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

⑴ 浜田城資料館の施設、設備、資料又は器具（以下「施設等」という。）

の利用の許可に関する業務 

⑵ 浜田城資料館の維持管理に関する業務 

⑶ 前 2 号に掲げるもののほか、浜田城資料館の運営に関する事務のうち、

市長のみの権限に属する事務を除く業務 

（開館時間） 

第 5 条 浜田城資料館の開館時間は、午前 9 時から午後 5 時までとする。た

だし、指定管理者は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得

てこれを変更することができる。 

（休館日） 

第 6 条 浜田城資料館の休館日は、次に掲げるとおりとする。ただし、指定

管理者は、必要があると認めるときは、教育委員会の承認を得てこれを変

更することができる。 
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⑴ 月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）

に規定する休日（以下「休日」という。）に当たるときは、当該休日後の

直近の日曜日、土曜日及び休日でない日） 

⑵ 休日の翌日（その日が日曜日、月曜日、土曜日又は休日に当たるとき

は、その日後の直近の日曜日、月曜日、土曜日及び休日でない日） 

⑶ 12 月 29 日から翌年の 1 月 3 日まで 

（入館の制限） 

第 7 条 指定管理者は、浜田城資料館の入館者が次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、入館を拒み、又は退去を命ずることができる。 

⑴ 公の秩序又は善良な風俗に反して利用するおそれがあるとき。 

⑵ 浜田城資料館の施設等を汚損し、損傷し、滅失し、又は紛失するおそ

れがあるとき。 

⑶ その他浜田城資料館の管理上支障があると認められるとき。 

（学習室の利用許可） 

第 8 条 浜田城資料館の学習室（以下「学習室」という。）を利用しようとす

る者は、あらかじめ指定管理者の許可を受けなければならない。許可され

た事項を変更しようとするときも、また同様とする。 

2  指定管理者は、学習室の管理上必要があると認めるときは、前項の許可

に条件を付することができる。 

3  指定管理者は、第 1 項の規定により利用の許可を受けようとする者が、

次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、利用の許可をしないもの

とする。 

⑴ 公の秩序又は善良な風俗に反して利用するおそれがあるとき。 

⑵ 学習室を汚損し、又は損傷するおそれがあるとき。 

⑶ 政治目的又は宗教的活動のため利用するとき。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77

号）第 2 条第 2 号に掲げる暴力団その他集団的に又は常習的に暴力的不

法行為を行うおそれがある組織の利益になる利用をするとき。 

⑸ その他管理上支障があると認める利用をするとき。 

（学習室の利用の制限） 

第 9 条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、許可した事

項を変更し、又は許可を取り消し、若しくは利用の中止を命ずることがで

きる。 

⑴ 前条第 1 項の許可を受けた者（以下「利用者」という。）が許可を受け
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た利用の目的に違反したとき。 

⑵ 利用者がこの条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

⑶ 利用者が偽りその他不正な手段により利用の許可を受けたとき。 

⑷ 前 3 号に掲げる場合のほか、学習室の管理上特に必要と認められると

き。 

2  前項の規定により許可した事項を変更し、又は許可を取り消し、若しく

は利用の中止を命じた場合において利用者に損害が生じても、指定管理者

はその賠償の責めを負わないものとする。ただし、前項第 4 号に該当する

場合は、この限りでない。 

（学習室の目的外利用等の禁止） 

第 10 条 利用者は、利用の許可を受けた目的以外の目的に学習室を利用し、

又はその利用の権利を譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（学習室の利用料金） 

第 11 条 利用料金は、別表に掲げる額の範囲内において、指定管理者があら

かじめ教育委員会の承認を得て定めるものとする。 

2  利用者は、指定管理者に前項の利用料金を前納しなければならない。た

だし、指定管理者が後納を認めるときは、この限りでない。 

（利用料金の収入） 

第 12 条 教育委員会は、指定管理者に利用料金を当該指定管理者の収入と

して収受させるものとする。 

（利用料金の減免） 

第 13 条 指定管理者は、規則で定めるところにより、利用料金を減額し、又

は免除することができる。 

（利用料金の不還付） 

第 14 条 既に納付した利用料金は、還付しない。ただし、利用者の責めに帰

さない理由その他指定管理者が特に必要があると認めるときは、その全部

又は一部を還付することができる。 

（原状回復の義務） 

第 15 条 利用者は、学習室の利用を終了したとき、又は第 9 条第 1 項の規

定により利用の中止を命じられたときは、速やかに利用した学習室を原状

に回復して返還し、又は搬入した器具等を撤去しなければならない。 

（損害賠償等の義務） 

第 16 条 利用者又は入館者は、施設等を汚損し、損傷し、滅失し、又は紛失

したときは、直ちにその旨を指定管理者に届出をし、その損害を賠償しな
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ければならない。 

（委任） 

第 17 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

（準備行為） 

2  第 3 条第 2 項の規定による指定管理者の指定及びこれに関し必要なその

他の行為は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）前においても

行うことができる。 

（経過措置） 

3  施行日の前日までに、この条例による改正前の浜田市浜田城資料館条例

の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定に

よりなされたものとみなす。 
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別表（第 11 条関係） 

名称 利用料金の上限額 

学習室 1 時間につき 200 円 

備考 利用時間に 1 時間未満の端数が生じたときは、当該端数は 1 時間と

みなして算定する。 
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議案第 16 号 

 

浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例 

 

浜田市放課後児童クラブ条例（平成 17 年浜田市条例第 133 号）の一部を次

のように改正する。 

第 2 条の表山ばと学級放課後児童クラブの項中「30 人」を「40 人」に改め

る。 

第 3 条ただし書中「特に」を削り、「これを変更する」を「午後 6 時から午

後 6 時 30 分までを、延長時間として開所する」に改め、同条第 2 号中「午前

8 時」を「午前 7 時 30 分」に改め、同条に次の 1 項を加える。 

2  前項の規定にかかわらず、市長は、特に必要があると認める場合は、同

項の開所時間及び延長時間を変更することができる。 

第 4 条第 2 項を削る。 

第 8 条第 1 項中「負担金」を「、負担金」に改め、同条第 2 項中「別表に

定めるとおり」を「児童 1 人につき月額 5,000 円」に改め、同項に後段とし

て次のように加える。 

この場合において、次の各号に掲げる場合に該当するときは、当該各号

に掲げる額を加算する。 

⑴ 第 3 条第 1 項ただし書の延長時間にクラブを利用する場合 日額 300

円（1 月につき 1,500 円を上限とする。） 

⑵ 土曜日にクラブを利用する場合 月額 1,500 円 

⑶ 夏休み期間（7 月又は 8 月）にクラブを利用する場合 月額 2,500 円 

第 8 条に次の 1 項を加える。 

3  前項の規定にかかわらず、同一の世帯から 2 人以上の児童を入会させる

場合における負担金の額は、次の各号に掲げる児童の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

⑴ 最も年齢の高い児童 前項に定める負担金の額 

⑵ 2 番目に年齢の高い児童 前項に定める負担金の額の 2 分の 1 の額 

⑶ 前 2 号以外の児童 無料 

別表を削る。 

附 則 

この条例は、令和 3 年 7 月 1 日から施行する。ただし、第 2 条の改正規定

は、同年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 17 号 

 

浜田市地域包括支援センターの職員及び運営の基準に関する条例の制

定について 

 

浜田市地域包括支援センターの職員及び運営の基準に関する条例を次の

ように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市地域包括支援センターの職員及び運営の基準に関する条例 

 

（趣旨） 

第 1 条 この条例は、介護保険法（平成 9 年法律第 123 号。以下「法」とい

う。）第 115 条の 46 第 5 項の規定に基づき、地域包括支援センターの職員

及び運営に関する基準について定めるものとする。 

（定義） 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 包括的支援事業 法第 115 条の 46 第 1 項に規定する包括的支援事業

をいう。 

⑵ 介護給付等対象サービス 法第 24 条第 2 項に規定する介護給付等対

象サービスをいう。 

⑶ 第 1 号被保険者 法第 9 条第 1 号に規定する第 1 号被保険者をいう。 

（基本方針等） 

第 3 条 地域包括支援センターは、次条第 1 項各号に掲げる職員が協働して

包括的支援事業を実施することにより、各被保険者の心身の状況、その置

かれている環境等に応じて、介護給付等対象サービスその他の保健医療サ

ービス又は福祉サービス、権利擁護のための必要な援助等を利用できるよ

うに導き、各被保険者が可能な限り、住み慣れた地域において自立した日

常生活を営むことができるようにしなければならない。 

2  地域包括支援センターは、地域包括支援センター運営協議会（介護保険

法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「省令」という。）第 140 条

の 66 第 1 号ロ⑵に規定する地域包括支援センター運営協議会をいう。以

下同じ。）の意見を踏まえ、適切、公正かつ中立な運営を確保しなければな

らない。 

（職員に係る基準及び当該職員の員数） 

第 4 条 一の地域包括支援センターが担当する区域における第 1 号被保険者

の数がおおむね 3,000 人以上 6,000 人未満ごとに置くべき専らその職務に

従事する常勤の職員の種類及び員数は、原則として次のとおりとする。 

⑴ 保健師その他これに準ずる者 1 人 

⑵ 社会福祉士その他これに準ずる者 1 人 

⑶ 主任介護支援専門員（省令第 140 条の 66 第 1 号イ⑶に規定する主任

介護支援専門員をいう。）その他これに準ずる者 1 人 
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2  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに掲げる場合には、地域

包括支援センターに置くべき職員の種類及び員数は、別表の左欄に掲げる

担当する区域における第 1 号被保険者の数に応じ、それぞれ同表の右欄に

定めるところによることができる。 

⑴ 担当する区域における第 1 号被保険者の数がおおむね 3,000 人未満の

地域包括支援センターを設置する場合 

⑵ 前項に規定する基準によっては地域包括支援センターの効率的な運

営に支障があると地域包括支援センター運営協議会において認められ

た場合 

⑶ 地理的条件その他の条件を勘案して特定の生活圏域に一の地域包括

支援センターを設置することが必要であると地域包括支援センター運

営協議会において認められた場合 

（その他） 

第 5 条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 
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別表（第 4 条関係） 

担当する区域における

第 1 号被保険者の数 

職員の種類及び員数 

おおむね 1,000 人未満 第 4 条第 1 項各号に掲げる者のうちから 1 人又

は 2 人 

おおむね 1,000 人以上

2,000 人未満 

第 4 条第 1 項各号に掲げる者のうちから 2 人

（うち 1 人は、専らその職務に従事する常勤の

職員とする。） 

おおむね 2,000 人以上

3,000 人未満 

専らその職務に従事する常勤の第 4 条第 1 項第

1 号に掲げる者 1 人及び専らその職務に従事す

る常勤の同項第 2 号又は第 3 号に掲げる者のい

ずれか 1 人 
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議案第 18 号 

 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

浜田市国民健康保険条例（平成 17 年浜田市条例第 151 号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第 16 条第 1 項中「第 35 条の 2 第 1 項」の次に「、第 35 条の 3 第 1 項」を

加える。 

第 22 条第 1 項第 1 号中「地方税法第 314 条の 2 第 2 項に掲げる金額」を

「地方税法第 314 条の 2 第 2 項第 1 号に定める金額（世帯主並びに当該世帯

主の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属者（次号及び第 3 号におい

て「世帯主等」という。）のうち給与所得を有する者（前年中に同条第 1 項に

規定する総所得金額に係る所得税法第 28 条第 1 項に規定する給与所得につ

いて同条第 3 項に規定する給与所得控除額の控除を受けた者（同条第 1 項に

規定する給与等の収入金額が 55 万円を超える者に限る。）をいう。以下この

号において同じ。）の数及び公的年金等に係る所得を有する者（前年中に地方

税法第 314 条の 2 第 1 項に規定する総所得金額に係る所得税法第 35 条第 3

項に規定する公的年金等に係る所得について同条第 4 項に規定する公的年金

等控除額の控除を受けた者（年齢 65 歳未満の者にあっては当該公的年金等

の収入金額が 60 万円を超える者に限り、年齢 65 歳以上の者にあっては当該

公的年金等の収入金額が 110 万円を超える者に限る。）をいい、給与所得を有

する者を除く。）の数の合計数（次号及び第 3 号において「給与所得者等の

数」という。）が 2 以上の場合にあっては、地方税法第 314 条の 2 第 2 項第 1

号に定める金額に当該給与所得者等の数から 1 を減じた数に 10 万円を乗じ

て得た金額を加えた金額）」に改め、同項第 2 号及び第 3 号中「地方税法第

314 条の 2 第 2 項に掲げる金額」を「地方税法第 314 条の 2 第 2 項第 1 号に

定める金額（世帯主等のうち給与所得者等の数が 2 以上の場合にあっては、

同号に定める金額に当該給与所得者等の数から 1 を減じた数に 10 万円を乗

じて得た金額を加えた金額）」に改める。 

附則第 2 条中「「地方税法第 313 条第 3 項」と」の次に「、「110 万円」と

あるのは「125 万円」と」を加える。 

附則第 5 条第 1 項中「新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年

法律第 31 号）附則第 1 条の 2 に規定する新型コロナウイルス感染症（以下

「新型コロナウイルス感染症」という。）」を「新型コロナウイルス感染症（病

原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和 2 年 1 月に、中華人

民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新た



54 

に報告されたものに限る。）である感染症をいう。以下同じ。）」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。ただし、附則第 5 条第 1

項の改正規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例による改正後の浜田市国民健康保険条例第 16 条、第 22 条及び

附則第 2 条の規定は、令和 3 年度以後の年度分の保険料について適用し、

令和 2 年度分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議案第 19 号 

 

浜田市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例について 

 

浜田市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市勤労青少年ホーム条例を廃止する条例 

 

浜田市勤労青少年ホーム条例（平成 17 年浜田市条例第 205 号）は、廃止す

る。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部改正） 

2  浜田市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（平成 20 年浜田市条例第 37 号）の一部を次のように改正する。 

別表浜田市勤労青少年ホーム運営委員会委員の項を削る。 
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議案第 20 号 

 

浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例について 

 

浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田駅関連施設条例の一部を改正する条例 

 

浜田駅関連施設条例（平成 21 年浜田市条例第 29 号）の一部を次のように

改正する。 

第 1 条中「浅井町 777 番地 1」を「浅井町 777 番地 35」に改める。 

第 2 条第 1 号を次のように改める。 

⑴ 観光案内所 

第 2 条中第 3 号を第 4 号とし、第 2 号を第 3 号とし、第 1 号の次に次の 1

号を加える。 

⑵ 待合所 

第 3 条第 1 号を次のように改める。 

⑴ 観光案内所 

ア 開館時間 午前 9 時から午後 6 時まで 

イ 休館日 無休 

第 3 条中第 3 号を第 4 号とし、第 2 号を第 3 号とし、第 1 号の次に次の 1

号を加える。 

⑵ 待合所 

ア 開館時間 午前 7 時から午後 10 時まで 

イ 休館日 無休 

附 則 

この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。ただし、第 1 条の改正規定

は、公布の日から施行する。 
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議案第 21 号 

 

浜田市集落排水施設条例及び浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条

例の一部を改正する条例について 

 

浜田市集落排水施設条例及び浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例

の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市集落排水施設条例及び浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条

例の一部を改正する条例 

 

（浜田市集落排水施設条例の一部改正） 

第 1 条 浜田市集落排水施設条例（平成 17 年浜田市条例第 236 号）の一部

を次のように改正する。 

別表第 1 地方地区農業集落排水処理施設の項を削る。 

（浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例の一部改正） 

第 2 条 浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例（平成 17 年浜田市条例

第 238 号）の一部を次のように改正する。 

別表地方地区農業集落排水処理施設の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の前日までに、第 1 条の

規定による改正前の浜田市集落排水施設条例（以下「旧集落排水条例」と

いう。）の規定によりなされた地方地区農業集落排水処理施設に係る処分、

手続その他の行為は、浜田市公共下水道条例（平成 17 年浜田市条例第 233

号）の相当規定によりなされたものとみなす。 

3  前項の規定にかかわらず、施行日の前日までに、浜田市集落排水施設条

例第 12 条の規定により徴収することとされた地方地区農業集落排水処理

施設の使用に係る使用料並びにこれに係る督促手数料及び延滞金につい

ては、旧集落排水条例別表第 1 の規定は、施行日以後も、なおその効力を

有する。 

4  施行日の前日までに、浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例第 3 条

の規定により賦課された地方地区農業集落排水処理施設の使用に係る分

担金並びにこれに係る督促手数料及び延滞金については、第 2 条の規定に

よる改正前の浜田市集落排水事業受益者分担金徴収条例別表の規定は、施

行日以後も、なおその効力を有する。 
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議案第 22 号 

 

浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例

について 

 

浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜田市市道の構造の技術的基準等に関する条例（平成 25 年浜田市条例第

21 号）の一部を次のように改正する。 

第 6 条第 7 項、第 10 条第 4 項及び第 31 条第 4 項中「第 41 条第 1 項」を

「第 42 条第 1 項」に改める。 

第 34 条中「横断歩道橋等」の次に「、自動運行補助施設」を加える。 

第 41 条、第 43 条第 3 項及び第 5 項並びに第 44 条第 2 項及び第 4 項中「第

41 条第 1 項」を「第 42 条第 1 項」に改める。 

第 46 条を第 47 条とし、第 45 条を第 46 条とし、第 44 条の次に次の 1 条

を加える。 

（歩行者利便増進道路） 

第 45 条 歩行者利便増進道路に設けられる歩道若しくは自転車歩行者道又

は歩行者利便増進道路である自転車歩行者専用道路若しくは歩行者専用

道路には、歩行者の滞留の用に供する部分を設けるものとする。 

2  前項に規定する部分には、歩行者利便増進施設等の適正かつ計画的な設

置を誘導する必要があるときは、歩行者利便増進施設等を設置する場所を

確保するものとする。この場合において、必要があると認めるときは、当

該場所に街灯、ベンチその他の歩行者の利便の増進に資する工作物、物件

又は施設を設けるものとする。 

3  歩行者利便増進道路（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（平成 18 年法律第 91 号）第 10 条第 1 項に規定する新設特定道路

を除く。）は、同項に規定する道路移動等円滑化基準に適合する構造とする

ものとする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第 23 号 

 

浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市地域定住住宅条例の一部を改正する条例 

 

浜田市地域定住住宅条例（令和 2 年浜田市条例第 14 号）の一部を次のよう

に改正する。 

別表大和屋住宅の項を削る。 

附 則 

この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 
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議案第 24 号 

 

浜田市火災予防条例の一部を改正する条例について 

 

浜田市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 
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浜田市火災予防条例の一部を改正する条例 

 

浜田市火災予防条例（平成 17 年浜田市条例第 255 号）の一部を次のように

改正する。 

第 8 条の 3 第 1 項中「第 44 条第 10 号」を「第 44 条第 11 号」に改める。 

第 11 条の 2 第 1 項中「変圧して、」の次に「電気自動車等（」を、「原動機

付自転車をいう。」の次に「第 12 号において同じ。）をいう。」を加え、「50 キ

ロワット」を「200 キロワット」に改め、同項中第 14 号を第 18 号とし、第

13 号を第 17 号とし、同項第 12 号イ後段を削り、同号に次のように加える。 

ウ 温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検

知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

エ 制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検

知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させること。 

第 11 条の 2 第 1 項中第 12 号を第 16 号とし、同号の前に次の 3 号を加え

る。 

⒀ コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分を

いう。以下この号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下を防

止する措置を講ずること。ただし、コネクターに十分な強度を有するも

のにあっては、この限りでない。 

⒁ 充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあっては、当該液

体が漏れた場合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない構

造とすること。また、充電用ケーブルを冷却するために用いる液体の流

量及び温度の異常を自動的に検知する構造とし、当該液体の流量又は温

度の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置

を講ずること。 

⒂ 複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電する

機能を有するものにあっては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自動

的に検知する構造とし、当該開閉器の異常を検知した場合には、急速充

電設備を自動的に停止させる措置を講ずること。 

第 11 条の 2 第 1 項中第 11 号を第 12 号とし、第 7 号から第 10 号までを 1

号ずつ繰り下げ、同項第 6 号中「電気を動力源とする自動車等」を「電気自

動車等」に改め、同号を同項第 7 号とし、同項第 5 号中「電気を動力源とす

る自動車等」を「電気自動車等」に改め、同号を同項第 6 号とし、同項第 4

号中「電気を動力源とする自動車等」を「電気自動車等」に改め、同号を同
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項第 5 号とし、同項中第 3 号を第 4 号とし、第 2 号を第 3 号とし、第 1 号を

第 2 号とし、同項に第 1 号として次の 1 号を加える。 

⑴ 急速充電設備（全出力 50 キロワット以下のもの及び消防長が認める

延焼を防止するための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設

ける場合にあっては、建築物から 3 メートル以上の距離を保つこと。た

だし、不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面する

ときは、この限りでない。 

第 44 条第 14 号中「充てんする」を「充塡する」に改め、同号を同条第 15

号とし、同条中第 13 号を第 14 号とし、第 10 号から第 12 号までを 1 号ずつ

繰り下げ、第 9 号の次に次の 1 号を加える。 

⑽ 急速充電設備（全出力 50 キロワット以下のものを除く。） 

附 則 

（施行期日） 

1  この条例は、令和 3 年 4 月 1 日から施行する。 

（経過措置） 

2  この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの条

例による改正後の浜田市火災予防条例第 11 条の 2 第 1 項に規定する急速

充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用については、なお

従前の例による。 
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議案第 25 号 

 

   公有水面の埋立てについて 

 

 公有水面埋立法第 3 条第 1 項の規定により、次のとおり浜田漁港区域内公

有水面の埋立てについて意見を求められたので、同意する旨回答することに

ついて、同条第 4 項の規定により、議会の議決を求める。 

 

  令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市   
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1  埋立てをしようとする者の名称及び住所 

   名  称  島根県 

         島根県知事 丸 山 達 也 

   住  所  松江市殿町 1 番地 

2  埋立区域 

   位  置  浜田市原井町 3025 番地の地先公有水面 

   区  域  別図のとおり 

   面  積  274.25 ㎡ 

3  埋立てに関する工事の施行区域 

   位  置  浜田市原井町 3025 番地の地先公有水面 

   区  域  別図のとおり 

   面  積  58,803.95 ㎡ 

4  埋立地の用途 

   漁港施設用地 

5  設計の概要 

 ⑴ 埋立地の地盤の高さ 

    -5.0 岸壁（4 号岸壁）：Ｄ.Ｌ．＋1.90ｍ 

 ⑵ 護岸、堤防、岸壁その他これらに類する工作物の種類及び構造 

名 称 種 類 構 造 

-5.0 岸壁 

（4 号岸壁） 
岸壁 

（基礎工）基礎捨石 

（本体工）水中コンクリート 

（上部工）コンクリート 

＜天端高＞Ｄ.Ｌ．＋1.90ｍ 

6  埋立てに関する工事の施行に要する期間 

   2 年 

 



 

 

埋立計画地位置図 

浜田港湾区域 

浜田漁港区域 

位 置 図 

 

0 
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1000 2000ｍ 
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埋立計画地 
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埋立区域 274.25㎡

施行区域 58,803.95㎡

埋立て及び工事施行の区域図
S=1:5,000
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議案第 26 号 

 

市道路線の認定について 

 

次のとおり市道の路線を認定することについて、道路法第 8 条第 2 項の規

定により、議会の議決を求める。 

 

令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 



起       点

終       点

三隅町矢原340番2地先

三隅町矢原301番2地先

以下余白

24-3-171 三隅171号線 460.0 m 16.4 m

市道認定路線

路線番号 路   線   名 延  長
敷 地 の 敷 地 の

最大幅員 最小幅員

4.0 m
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認 定

位置図

詳細図

認 定

三隅171号線

延長 467.7m

幅員 4.7m～16.4m
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議案第 27 号 

 

   浜田市過疎地域自立促進計画の変更について 

 

 過疎地域自立促進特別措置法第 6 条第 7 項の規定により、浜田市過疎地域

自立促進計画を別紙のとおり変更することについて、議会の議決を求める。 

 

  令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

                    浜田市長 久保田 章 市 
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6 

 

浜田市過疎地域自立促進計画（変更） 

都道府県名 島 根 県    

市町村名  浜 田 市    

 

区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

２．産業の振興  19 頁表中 6行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑷ 地場産業の振興 

流通販売施設 

サービスステーション維持支

援補助事業 

農業協同組

合 

 

 

３．交通通信体

系の整備、情報

化 及 び 地 域 間

交流の促進 

 25 頁表中 4行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑹ 電気通信施設等

情報化のための

施設 

その他 

高速情報通信基盤整備事業 浜田市 

 

 

４．生活環境の

整備 

 28 頁表中 9行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑵下水処理施設 

 公共下水道 

旭浄化センター汚泥処理施

設改築事業 

浜田市 

公共ます設置事業 浜田市 
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

  

 

 

 

 

 

28 頁表中 11 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑵下水処理施設 

 農村集落排水施

設 

浜田八重可部線移転補償事

業 

浜田市 

 

 

５．高齢者等の

保 健 及 び 福 祉

の 向 上 及 び 増

進 

 32 頁表中 4行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑺市町村保健セン

ター及び母子健

康包括支援セン

ター 

子育て世代包括支援センタ

ー整備事業 

浜田市 

 

 

６．医療の確保  34 頁表中 1行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑴診療所 

 診療所 

休日診療所整備事業 浜田市 

 

 

７．教育の振興  37 頁表中 12 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑶集会施設、体育施

設等 

 集会施設 

地区拠点集会施設整備事業 浜田市 
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区  分 変 更 前 変 更 後 備考 

  

 

 

 

 

 

37 頁表中 20 行目に次の事業を追加します。 

 

事業名 事業内容 事業主体 

⑶ 集会施設、体育

施設等 

体育施設 

健康増進センター改修事業 浜田市 
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同意第 1 号 

 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 

 人権擁護委員候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法第 6

条第 3 項の規定により、議会の意見を求める。 

 

  令和 3 年 2 月 24 日 提出 

 

浜田市長 久保田 章 市 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 

 

住 所 (省略) 

職 業 無 職 

氏 名 森 下 孝 生 

生年月日 (省略) 

 

住 所 (省略) 

職 業 地方公務員 

氏 名 中 川 伸 二 

生年月日 (省略) 

 

住 所 (省略) 

職 業 地方公務員 

氏 名 渡 邉 敏 明 

生年月日 (省略) 

 

 

（参 考） 

前任者   羽 野 瑞 枝（令和 3 年 6 月 30 日まで） 

檜 谷 朝 子（令和 3 年 6 月 30 日まで） 

渡 部 恵 子（令和 3 年 6 月 30 日まで） 

任 期   3 年 

根拠法   人権擁護委員法第 9 条 


